
第130回 定時株主総会

招集ご通知
開催日時

2019年5月23日（木曜日）午前10時
（午前9時 受付開始）

開催場所

東京都千代田区有楽町二丁目5番1号
有楽町マリオン11階
ヒューリックホール東京
※開催場所が昨年と異なりますので、末尾の
 「株主総会会場ご案内略図」をご参照のうえ、
  お間違いのないようご注意ください。

決議事項

第1号議案　剰余金の処分の件
第2号議案　取締役（監査等委員である

取締役を除く。）13名選任の件
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株主総会にご出席の株主様への｢お土産｣のご用意はございません。
何卒ご理解を賜りますようお願い申しあげます｡

証券コード 9602

表紙



株 主 各 位 証券コード　9602
2 0 1 9 年 5 月 7 日

東京都千代田区有楽町一丁目2番2号

東 宝 株 式 会 社
代表取締役社長 島 谷 能 成

第130回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当会社第130回定時株主総会を右記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようお願い申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、右記「4．議決権行使について」に記載のとおり、

書面又はインターネット等によって議決権を行使することができますので、お手数ながら

後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2019年5月22日（水）午後6時30分までに

ご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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記

１ 日　　時 2019年5月23日（木曜日）午前10時 (午前9時 受付開始)

２ 場　　所 東京都千代田区有楽町二丁目5番1号
有楽町マリオン11階　ヒューリックホール東京

 

（※開催場所が昨年と異なりますので、末尾の「株主総会会場ご案内略図」をご参照のうえ、お間違いの
　　ないようご注意ください。）

３ 目的事項 報告事項 1．第130期（2018年3月1日から2019年2月28日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び
監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2．第130期（2018年3月1日から2019年2月28日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項 第1号議案　剰余金の処分の件
第2号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）13名選任の件

４ 議決権行使
　 について

(1) 書面による議決権行使の場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年
5月22日（水）午後6時30分までに到着するようご返送ください。

(2) インターネット等による議決権行使の場合
４頁の「インターネット等による議決権行使のご案内」をご参照のうえ、
2019年5月22日（水）午後6時30分までにご行使ください。

以　上

◦ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申しあげます。また、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。

◦ 次に掲げる事項につきましては、法令及び定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社
ウェブサイト（https://www.toho.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知には、記載
しておりません。

①連結計算書類の連結注記表　　②計算書類の個別注記表
したがって、本招集ご通知の添付書類に記載されている連結計算書類及び計算書類は、監査等委員
会及び会計監査人が監査報告及び会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類及び計
算書類の一部であります。

◦ 株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、上記の当社
ウェブサイトに掲載させていただきます。

◦ 開会間際は受付が混雑いたしますのでお早めにご来場ください。
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議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の3つの方法により行使いただくことができます。

株主総会にご出席される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。（ご捺印は不要です。）

日 時 2019年5月23日（木曜日）午前10時 (午前9時 受付開始)

場 所 有楽町マリオン11階　ヒューリックホール東京
 

（※開催場所が昨年と異なりますので、末尾の「株主総会会場ご案内略図」を
ご参照のうえ、お間違いのないようご注意ください。）

書面で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函
ください。

行使期限 2019年5月22日（水曜日）午後6時30分到着分まで

インターネット等で議決権を行使される場合
議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、画面の案内に
したがって議案に対する賛否をご入力ください。

行使期限 2019年5月22日（水曜日）午後6時30分まで
インターネット等による議決権行使のご案内については次頁をご参照くだ
さい。

議決権電子行使プラットフォームについてのご案内
機関投資家の皆様に関しましては、株式会社ICJの運営する「議決権電子行使プラットフォーム」から電磁的方法
による議決権行使を行っていただくことも可能です。
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インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前9時〜午後9時）

インターネット等による議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使
サイト https://evote.tr.mufg.jp/

以降は、画面の案内にしたがって議案に対する賛否を
ご入力ください。

4

議決権行使サイトにアクセスしてください。1

新しいパスワードを登録してください。3
「新しいパスワード」
を入力

「送信」をクリック

議決権行使書用紙に記載の「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」をクリック

以降は、画面の案内にしたがって議案に対する賛否を
ご入力ください。

2

QRコードを用いたログインは1回に限り可能です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を行使
する場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入力する 
方法」をご確認ください。

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

見本

見本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書用紙に記載の「ログインID・仮パスワード」を入力
することなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
（1）�書面とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますので 

ご了承ください。
（2）�インターネット等により複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。また、パソコンやスマートフォン、 

携帯電話で重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。
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株主総会参考書類

第1号議案 剰余金の処分の件
　当社では、年間35円の配当をベースにしながら、業績が予想や目標をさらに上回って推移した場合
には、業績連動分として追加の配当を検討していくことを基本方針としておりますが、当期の利益水
準の向上及び今後の業績見通しに基づき、当期の期末配当金につきましては1株につき27.5円とさせ
ていただきたく存じます。
　これにより既にお支払いしている中間配当金（1株につき17.5円）を合わせた年間配当金は1株に
つき45円となります。

期末配当に関する事項

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式1株につき金 27.5円
（うち普通配当17.5円、特別配当10円）
総額 4,949,570,973円

剰余金の配当が効力を生じる日 2019年5月24日

第127期

30

第128期

45

17.5

32.5

12.5 12.5

第129期

45
32.5

12.5

第130期
（予定）

45
27.5

17.5

（単位：円）1株当たり配当金の推移
（ご参考）

█ 中間　█ 期末
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第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）13名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）14名全員は、本総会の終結の時をもって
任期満了となります。つきましては、取締役13名の選任をお願いするものであります｡
　なお、本議案については、監査等委員会から全ての取締役候補者について適任である旨の意見を得ております。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 候 補 者
属 性 候補者名 当社における担当及び重要な兼職の状況 出席回数／取締役会

1 再任
しまたに
島 谷　 

よししげ
能 成

映像本部長  内部監査室直轄
阪急阪神ホールディングス株式会社取締役
株式会社東京楽天地社外取締役
株式会社フジ・メディア・ホールディングス社外取締役

10回／10回

2 再任
た こ
太 古　 

のぶゆき
伸 幸

経営企画担当兼不動産経営、人事、総務各管掌
スバル興業株式会社取締役
オーエス株式会社社外取締役(監査等委員)

10回／10回

3 再任
う ら い
浦 井　 

としゆき
敏 之 経理財務、情報システム各担当兼特定取締役

株式会社東京楽天地社外取締役(監査等委員) 10回／10回

4 再任
いちかわ
市 川　 　 

みなみ
南 映像本部映画調整、同映画企画各担当 9回／10回

5 再任
せ た
瀬 田　 

かずひこ
一 彦 映画興行担当

TOHOシネマズ株式会社代表取締役社長 10回／10回

6 再任
まつおか
松 岡　 

ひろやす
宏 泰 映像本部映画営業、同国際、同番組販売各担当 10回／10回

7 再任
すみ
角 　　 

か ず お
和 夫

阪急阪神ホールディングス株式会社代表取締役会長 グループＣＥＯ
エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社取締役
株式会社東京楽天地社外取締役
株式会社アシックス社外取締役

9回／10回

8 再任
やました
山 下　 　 

まこと
誠 不動産経営担当 10回／10回

9 再任
い け だ
池 田　 

あ つ お
篤 郎 演劇担当 10回／10回

10 再任
お お た
大 田　 

け い じ
圭 二 映像本部映像事業、同音楽事業各担当 10回／10回

11 再任
い け だ
池 田　 

たかゆき
隆 之 映像本部宣伝担当 10回／10回

12 再任
び ろ う
枇 榔　 

ひ ろ し
浩 史 人事担当補佐 10回／10回

13 再任
か と う
加 藤

 
　

 
 

はるのり
陽 則 経理財務担当補佐 ８回／ ８回

(注) 1．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2．各候補者からは、本議案をご承認いただくことを条件に、就任の承諾を得ております。
3．次頁以降の各候補者の年齢につきましては、本定時株主総会招集ご通知発送日（2019年5月7日）を基準に

計算しております。
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候補者
番　号

1

　しま　

島
　たに　

谷
　よし　

能
　しげ　

成
再 任

生年月日
1952年3月5日生　満67歳
取締役会出席回数
10回／10回（100％）
所有する当会社の株式の数
10,200株

略歴及び当社における地位
1975 年 4 月 当社入社
1999 年 4 月 同映像本部映画調整部長
2001 年 5 月 同取締役
2005 年 5 月 同常務取締役
2007 年 5 月 同専務取締役
2011 年 5 月 同代表取締役社長（現任）
当社における担当及び重要な兼職の状況

映像本部長　内部監査室直轄
阪急阪神ホールディングス株式会社取締役
株式会社東京楽天地社外取締役
株式会社フジ・メディア・ホールディングス社外取締役
〔取締役候補者とした理由〕
入社以来、長年にわたり当社グループの主力事業である映像本部で業務
に携わり、代表取締役社長就任以降、中期経営戦略の推進にリーダーシ
ップを発揮し、経営全般の監督も適切に行っております。同氏のこれま
での豊富な経験と実績、識見から、当社グループの持続的な企業価値向
上のために適切な人材であると判断し、引き続き取締役として選任をお
願いするものであります。

候補者
番　号

2

た

太
こ

古
　のぶ　

伸
　ゆき　

幸
再 任

生年月日
1965年12月4日生　満53歳
取締役会出席回数
10回／10回（100％）
所有する当会社の株式の数
10,100株

略歴及び当社における地位
1988 年 4 月 当社入社
2005 年 4 月 同グループ経営企画（現経営企画）部長
2008 年 5 月 同取締役
2014 年 5 月 同常務取締役
2017 年 5 月 同専務取締役（現任）
当社における担当及び重要な兼職の状況

経営企画担当兼不動産経営、人事、総務各管掌
スバル興業株式会社取締役
オーエス株式会社社外取締役(監査等委員)
〔取締役候補者とした理由〕
入社以来、主に人事及び経営企画部門において業務に携わり、経営戦略
及び管理全般に豊富な経験と専門知識を有し、経営企画を中心に幅広い
部門の管掌として当社の経営を担っております。同氏のこれまでの実
績、識見から、当社の取締役として適切な人材であると判断し、引き続
き選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

3

　うら　

浦
い

井
　とし　

敏
　ゆき　

之
再 任

生年月日
1957年12月17日生　満61歳
取締役会出席回数
10回／10回（100％）
所有する当会社の株式の数
34,080株

略歴及び当社における地位
1980 年 4 月 当社入社
2001 年10月 同財務部長
2003 年 5 月 同取締役
2009 年 5 月 同常務取締役（現任）
当社における担当及び重要な兼職の状況

経理財務、情報システム各担当兼特定取締役
株式会社東京楽天地社外取締役(監査等委員)
〔取締役候補者とした理由〕
入社以来、長年にわたり経理財務部門で業務に携わり、会計及び財務に
関する豊富な経験と専門知識を有し、経理財務及び情報システムの責任
者として当社の経営を担っております。同氏のこれまでの実績、識見か
ら、当社の取締役として適切な人材であると判断し、引き続き選任をお
願いするものであります。

候補者
番　号

4

　いち　

市
　かわ　

川
 

　
みなみ

南
再 任

生年月日
1966年7月22日生　満52歳
取締役会出席回数
9回／10回（90％）
所有する当会社の株式の数
4,200株

略歴及び当社における地位
1989 年 4 月 当社入社
2006 年 4 月 同映像本部映画調整部長
2011 年 5 月 同取締役
2017 年 5 月 同常務取締役（現任）
当社における担当

映像本部映画調整、同映画企画各担当
〔取締役候補者とした理由〕
入社以来、長年にわたり映像本部各部門で業務に携わり、映画事業に関
する豊富な経験と専門知識を有し、映画調整及び映画企画部門の責任者
として当社の経営を担っております。同氏のこれまでの実績、識見か
ら、当社の取締役として適切な人材であると判断し、引き続き選任をお
願いするものであります。
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候補者
番　号

5

せ

瀬
た

田
　かず　

一
　ひこ　

彦
再 任

生年月日
1959年10月25日生　満59歳
取締役会出席回数
10回／10回（100％）
所有する当会社の株式の数
4,300株

略歴及び当社における地位
1984 年 4 月 当社入社
2010 年 4 月 株式会社東宝映像美術代表取締役社長
2012 年 5 月 TOHOシネマズ株式会社代表取締役社長（現任）
2012
2018

年
年

5
5

月
月

当社取締役
同常務取締役（現任）

当社における担当及び重要な兼職の状況
映画興行担当
TOHOシネマズ株式会社代表取締役社長
〔取締役候補者とした理由〕
入社以来、映像本部各部門で業務に携わり、その後子会社の経営経験を
経て、現在は映画興行事業における中核子会社であるTOHOシネマズ株
式会社の代表取締役社長を務め、当社グループの経営を担っておりま
す。同氏のこれまでの豊富な経験と実績、識見から、当社の取締役とし
て適切な人材であると判断し、引き続き選任をお願いするものでありま
す。

候補者
番　号

6

　まつ　

松
　おか　

岡
　ひろ　

宏
　やす　

泰
再 任

生年月日
1966年4月18日生　満53歳
取締役会出席回数
10回／10回（100％）
所有する当会社の株式の数
10,300株

略歴及び当社における地位
1994 年 1 月 東宝東和株式会社入社
1998 年 4 月 同取締役
2001 年 4 月 同常務取締役
2008 年 4 月 同代表取締役社長
2014 年 5 月 当社取締役
2015
2018

年
年

5
5

月
月

東宝東和株式会社代表取締役会長（現任）
当社常務取締役（現任）

当社における担当
映像本部映画営業、同国際、同番組販売各担当
〔取締役候補者とした理由〕
当社グループの東宝東和株式会社に入社以来、長年にわたり洋画配給の
業務に携わり、2008年より同社の代表取締役を務めております。2014
年からは当社の取締役として映画営業、国際及び番組販売部門の責任者
を務め、映画事業に関するグローバルな事業経験と専門知識を有してお
ります。同氏のこれまでの実績、識見から、当社の取締役として適切な
人材であると判断し、引き続き選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

7

　すみ　

角
 

　
　かず　

和
お

夫
再 任

生年月日
1949年4月19日生　満70歳
取締役会出席回数
9回／10回（90％）
所有する当会社の株式の数
13,700株

略歴及び当社における地位
2000 年 6 月 阪急電鉄株式会社取締役
2002 年 6 月 同常務取締役
2003 年 6 月 同代表取締役社長

（同社は2005年4月阪急ホールディングス株式会社
に、2006年10月阪急阪神ホールディングス株式会社に
商号変更）

2005 年 4 月 阪急電鉄株式会社（新会社）代表取締役社長
2009 年 5 月 当社取締役
2014 年 3 月 阪急電鉄株式会社代表取締役会長（現任）
2016 年 5 月 当社取締役(監査等委員)
2017

2018

年

年

6

5

月

月

阪急阪神ホールディングス株式会社代表取締役会長
グループCEO（現任）
当社社外取締役(現任)

重要な兼職の状況
阪急阪神ホールディングス株式会社代表取締役会長 グループCEO
エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社取締役
株式会社東京楽天地社外取締役
株式会社アシックス社外取締役
〔取締役候補者とした理由〕
長年にわたり企業経営に携わる経営の専門家であり、豊富な経験と卓越
した見識に基づき、経営全般に対する有益な助言・指導並びに客観的な
視点からのチェック機能を期待できることから、取締役として適任であ
ると判断し、引き続き選任をお願いするものであります。

(注)1.当社は現在、角　和夫氏との間で、在職中に当社から職務執行の対価として受ける財産上の利益として会社法
 施行規則第113条で定める方法によって算定される額に2を乗じた額と、特に有利な条件で当社の新株予約権
 を引き受けた場合における当該新株予約権に関する財産上の利益に相当する額として会社法施行規則第114
 条で定める方法によって算定される額の合計額を責任限度額とする、会社法第423条第1項の賠償責任を限定
 する契約を締結しております。なお、同氏の選任が承認された場合は、業務を執行しない取締役とする予定で
 すので、期待された役割を十分に発揮できるよう、同氏との間の上記責任限定契約を継続する予定であります。

2.角　和夫氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役の要件を満たしておりますが、同氏は当社の大株主
である阪急阪神ホールディングス株式会社の代表取締役であることから、非業務執行取締役として選任させて
いただくこととしました。
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候補者
番　号

8

　やま　

山
　した　

下
 

　
まこと

誠
再 任

生年月日
1956年5月4日生　満63歳
取締役会出席回数
10回／10回（100％）
所有する当会社の株式の数
9,000株

略歴及び当社における地位
1979 年 4 月 当社入社
2001 年 4 月 同不動産経営部長
2009 年 5 月 同取締役（現任）
当社における担当

不動産経営担当
〔取締役候補者とした理由〕
入社以来、長年にわたり不動産経営部門で業務に携わり、不動産事業に
関する豊富な経験と専門知識を有し、不動産経営の責任者として当社の
経営を担っております。同氏のこれまでの実績、識見から、当社の取締
役として適切な人材であると判断し、引き続き選任をお願いするもので
あります。

候補者
番　号

9

い け

池
だ

田
あ つ

篤
お

郎
再 任

生年月日
1960年3月10日生　満59歳
取締役会出席回数
10回／10回（100％）
所有する当会社の株式の数
3,210株

略歴及び当社における地位
1982 年 4 月 当社入社
2003 年 4 月 同演劇部長
2013 年 5 月 同取締役（現任）
当社における担当

演劇担当
〔取締役候補者とした理由〕
入社以来、長年にわたり演劇部門で業務に携わり、演劇事業に関する豊
富な経験と専門知識を有し、演劇部門の責任者として当社の経営を担っ
ております。同氏のこれまでの実績、識見から、当社の取締役として適
切な人材であると判断し、引き続き選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

10

　おお　

大
た

田
　けい　

圭
じ

二
再 任

生年月日
1965年9月7日生　満53歳
取締役会出席回数
10回／10回（100％）
所有する当会社の株式の数
4,800株

略歴及び当社における地位
1989 年 4 月 当社入社
2010 年 4 月 同映像本部映像事業部長
2013 年 5 月 同取締役（現任）
当社における担当

映像本部映像事業、同音楽事業各担当
〔取締役候補者とした理由〕
入社以来、主に映像事業部門で業務に携わり、映像ビジネスに関する豊
富な経験と専門知識を有し、映像事業及び音楽事業部門の責任者として
当社の経営を担っております。同氏のこれまでの実績、識見から、当社
の取締役として適切な人材であると判断し、引き続き選任をお願いする
ものであります。

候補者
番　号

11

　いけ　

池
だ

田
　たか　

隆
　ゆき　

之
再 任

生年月日
1963年4月2日生　満56歳
取締役会出席回数
10回／10回（100％）
所有する当会社の株式の数
2,700株

略歴及び当社における地位
1987 年 4 月 当社入社
2012 年 4 月 同映像本部映画営業部長
2015 年 5 月 同取締役（現任）
当社における担当

映像本部宣伝担当
〔取締役候補者とした理由〕
入社以来、長年にわたり映像本部各部門で業務に携わり、映画事業に関
する豊富な経験と専門知識を有し、現在は宣伝部門の責任者として当社
の経営を担っております。同氏のこれまでの実績、識見から、当社の取
締役として適切な人材であると判断し、引き続き選任をお願いするもの
であります。
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候補者
番　号

12

び

枇
　ろう　

榔
　ひろ　

浩
し

史
再 任

生年月日
1965年12月1日生　満53歳
取締役会出席回数
10回／10回（100％）

所有する当会社の株式の数
2,500株

略歴及び当社における地位
1989 年 4 月 当社入社
2011 年 4 月 同人事部長
2017 年 5 月 同取締役（現任）
当社における担当

人事担当補佐
〔取締役候補者とした理由〕
入社以来、長年にわたり人事部門で業務に携わり、人事に関する豊富な
経験と専門知識を有し、現在は人事部門の責任者として当社の経営を担
っております。同氏のこれまでの実績、識見から、当社の取締役として
適切な人材であると判断し、引き続き選任をお願いするものでありま
す。

候補者
番　号

13

か

加
と う

藤
は る

陽
の り

則
再 任

生年月日
1960年8月26日生　満58歳
取締役会出席回数
8回／8回（100％）
所有する当会社の株式の数
8,100株

略歴及び当社における地位
1984 年 4 月 当社入社
2004 年 4 月 同財務部長
2014
2018

年
年

5
5

月
月

東宝舞台株式会社代表取締役社長
当社取締役（現任）

当社における担当
経理財務担当補佐
〔取締役候補者とした理由〕
入社以来、主に経理財務部門で業務に携わり、その後子会社の経営経験
を経て、現在は経理財務部門の責任者として当社の経営を担っておりま
す。同氏のこれまでの豊富な経験、実績、識見から、当社の取締役とし
て適切な人材であると判断し、引き続き選任をお願いするものでありま
す。

(注) 加藤陽則氏の取締役会出席回数は2018年5月30日就任後の開催回数に対するものであります。
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《ご参考》
取締役候補者の指名を行うに当たっての方針と手続・当社の社外取締役の独立性判断基準

■指名方針と手続

　株主総会に対して推薦する取締役候補者（社外取締役を除く。）の選任基準は、役員規程において、
　1.　当社グループの事業・業務に関して専門的な知識を有していること
　2.　時代の要請に応えられる優れた経営感覚を有していること
　3.　全社的観点からの優れた経営判断能力及び職務執行能力を有していること
　4.　取締役として相応しい人格・識見、高い倫理観を有していること
と、定めております。
　その手続きとしては、代表取締役が候補者案を作成し、社外取締役である監査等委員に対して選任
の理由、適正性等について説明を行い、その意見を踏まえたうえで、取締役会にて候補者を決定する
ものとします。
　なお、監査等委員である取締役については、監査等委員会の同意を得るものとします。監査等委員
である取締役のうち、社外取締役については、「企業経営」「財務・会計」「法律・企業倫理」それ
ぞれの方面で経験・識見・専門性等の観点を踏まえたうえで、代表取締役が適切な候補者案を作成い
たします。

■社外取締役の独立性判断基準

当社では、社外取締役が以下1.～6.のケースに該当する場合は独立性がないと判断します。
1．当社グループを主要な取引先とする者（注1）又はその業務執行者
2．当社グループの主要な取引先（注2）又はその業務執行者
3．当社からの役員報酬以外に当社グループから多額の金銭その他の財産（注3）を得ているコン

サルタント、会計専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法人等の団体である場
合は、当該団体に所属する者）

4．当社の主要株主（注4）（当該株主が法人である場合はその業務執行者）
5．最近3事業年度において上記1.～4.に該当していた者
6．上記1.～5.に該当する者及び当社グループの業務執行者の二親等以内の親族

(注1) 「当社グループを主要な取引先とする者」とは、当社グループと事業上の取引関係を有し、当該取引関係に基
づく当社グループからの年間支払額がその連結売上高の2％を超える者をいう。

(注2) 「当社グループの主要な取引先」とは、当社グループと事業上の取引関係を有し、当該取引関係に基づく当社
グループへの年間支払額が当社の連結売上高の2％を超える者をいう。

(注3) 「多額の金銭その他の財産」とは、定常的な報酬が年間1,000万円を超える場合をいう。
(注4) 「主要株主」とは、直接又は間接に当社総議決権の10％以上を有する者をいう。

以　上
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(添付書類)
事業報告（2018年3月1日から2019年2月28日まで）

1 企業集団の現況
(1) 事業の経過及びその成果
　当連結会計年度における日本経済は、台風や地震など相次ぐ自然災害の発生により一時的な落
ち込みが見られたものの、企業収益の改善を背景に設備投資が増加し、良好な雇用環境や個人消
費の持ち直しもあって景気は緩やかに回復いたしました。このような環境のもと、2018年の映
画業界は歴代3位の興行収入2,225億円（前年比2.7％減）を記録した盛況の一年となりました。
　当社グループでは、新たに「TOHO VISION 2021 東宝グループ 中期経営戦略」を策定し、
主軸戦略である「コンテンツ戦略」「プラットフォーム戦略」「不動産戦略」を推進した結果、
目標数値を上回る業績を収めました。主力の映画事業では、シリーズ歴代１位の記録を更新
した「名探偵コナン ゼロの

し っ こ う に ん

執行人」、夏興行No.1となった「劇場版コード・ブルー -ドクター
ヘリ緊急救命-」の両作品が大ヒットを記録、演劇事業では満員御礼となった帝国劇場「Endless 
SHOCK」「モーツァルト！」、シアタークリエの「ピアフ」をはじめ各公演が好調に推移し、
不動産事業では「日比谷シャンテ」のリニューアルオープン効果とともに、全国に所有する不動
産が堅調に稼働し、事業収益に貢献いたしました。
　この結果、営業収入は2,462億7千4百万円(前期比1.5％増)、営業利益は449億8千2百万円（同
5.5％減）、経常利益は465億6千8百万円（同4.3％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は
301億9千7百万円（同10.0％減）となりました。

第129期
（2018年2月期）

第130期
（2019年2月期） 前 期 比

金額 (百万円) 金額 (百万円) 金額 (百万円) 増減率

営業収入 242,668 246,274 3,605増 1.5％増

営業利益 47,586 44,982 2,604減 5.5％減

経常利益 48,645 46,568 2,077減 4.3％減

親会社株主に帰属する当期純利益 33,553 30,197 3,355減 10.0％減
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映画事業 (映画営業事業、映画興行事業、映像事業)
営業収入159,229百万円 営業利益 27,899百万円

64.7%

営業収入構成比
159,302

第129期
（2018年2月期）

159,229

第130期
（2019年2月期）

（単位：百万円）営業収入

30,583

第129期
（2018年2月期）

27,899

第130期
（2019年2月期）

（単位：百万円）営業利益 主要な事業内容
映画の製作・配給及び興行、
ビデオ・テレビ番組及び
コマーシャル・フィルム
等の映像の製作及び販売

　映画営業事業では、当社において表1.に記載の32本を、東宝東和㈱等において「ジュラシック・
ワールド／炎の王国」「ミッション:インポッシブル／フォールアウト」「ボス・ベイビー」等
15本を配給いたしました。その結果、映画営業事業収入は445億6千5百万円（前期比2.3％減）、営
業利益は100億4千9百万円（同13.9％減）となりました。

表1．当期中の提供映画作品
配給作品一覧

 映画ドラえもん　のび太の宝島  坂道のアポロン

 ちはやふる －結び－  映画クレヨンしんちゃん　爆盛！カンフーボーイズ～拉麺大乱～

 名探偵コナン　ゼロの
しっこうにん

執行人  いぬやしき

 となりの怪物くん  ラプラスの魔女

 のみとり侍  恋は雨上がりのように

 OVER DRIVE  羊と鋼の森

 劇場版ポケットモンスター みんなの物語  未来のミライ

 劇場版コード・ブルー －ドクターヘリ緊急救命－  センセイ君主

 僕のヒーローアカデミア THE MOVIE ～2人の英雄～  検察側の罪人

 ちいさな英雄 -カニとタマゴと透明人間-  SUNNY 強い気持ち・強い愛
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配給作品一覧

 累 －かさね－  響 －HIBIKI－

 コーヒーが冷めないうちに  散り椿

 億男  スマホを落としただけなのに

 来る  映画 妖怪ウォッチ FOREVER FRIENDS

 ニセコイ  マスカレード・ホテル

 七つの会議  フォルトゥナの瞳

　映画興行事業では、TOHOシネマズ㈱を中心に前記各作品のほか、「ボヘミアン・ラプソディ」
「ファンタスティック・ビーストと黒い魔法使いの誕生」「リメンバー・ミー」「万引き家族」
「カメラを止めるな！」等の話題作を上映いたしました。また、昨年3月にはTOHOシネマズ 日比谷が
オープンし、部門収益に寄与いたしました。その結果、映画興行事業収入は839億9千3百万円（前期
比11.0％増）、営業利益は125億8千8百万円（同29.6％増）となりました。
　なお、当社グループの当期中の劇場異動は表2.の通りとなり、スクリーン数は11スクリーン増の
合計687スクリーン(共同経営56を含む)となりました。

表2．当期中の劇場異動

月　日 劇　場　名 スクリーン数 場　所 経 営 主 体 異動内容

2018年
3月29日

 TOHOシネマズ スカラ座・みゆき座 △2 東京都
千代田区 TOHOシネマズ㈱

改装・名称変更

 TOHOシネマズ 日比谷 13 オープン

(注)「TOHOシネマズ スカラ座・みゆき座」2スクリーンは改装・名称変更し、「TOHOシネマズ 日比谷」(スクリーン12・13)として一体運営。

　映像事業のパッケージ事業では、DVD、Blu-rayにて「ウマ娘 プリティーダービー」「舞台『刀剣
乱舞』ジョ伝 三つら星刀語り」等をはじめバラエティに富んだ話題作を提供いたしました。出版・
商品事業では、「名探偵コナン ゼロの

し っ こ う に ん

執行人」「劇場版ポケットモンスター みんなの物語」をはじめ
とする当社配給作品に加え、洋画「ボヘミアン・ラプソディ」等の劇場用パンフレット、キャラクター
グッズ販売が順調に推移いたしました。アニメ製作事業では、映画「GODZILLA 決戦機動増殖都市」

17

セグメント別



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

「GODZILLA 星を喰う者」「名探偵コナン ゼロの
し っ こ う に ん

執行人」「僕のヒーローアカデミア」等に、
実写製作事業では、「映画刀剣乱舞」等に製作出資し、各作品の配分金収入がありました。ODS事業
では、「映画刀剣乱舞」「ペンギン・ハイウェイ」等を提供いたしました。
　また、㈱東宝映像美術及び東宝舞台㈱等グループ各社において、映画やTV・CM等での舞台製作・
美術製作をはじめ、テーマパークにおける展示物の製作業務やメンテナンス業務等の受注といった
営業努力を重ねました。その結果、映像事業収入は306億7千万円（前期比19.4％減)、営業利益は
52億6千1百万円（同42.8％減)となりました。

　以上の結果、映画事業収入は1,592億2千9百万円（前期比0.0％減）、営業利益は278億9千9百万
円（同8.8％減）となりました。
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演劇事業
営業収入 17,005百万円 営業利益 3,187百万円

6.9%

営業収入構成比
15,973

第129期
（2018年2月期）

17,005

第130期
（2019年2月期）

（単位：百万円）営業収入
3,297

第129期
（2018年2月期）

3,187

第130期
（2019年2月期）

（単位：百万円）営業利益 主要な事業内容
演劇の製作・興行及び
販売､芸能プロダクション
の経営

　演劇事業では、当社直営劇場の帝国劇場、シアタークリエに加え、日生劇場・東急シアターオーブ、
ほか社外公演におきまして表3.の作品をはじめバラエティに富んだ話題作を提供し、各公演が幅広い
客層からの支持を得て盛況となりました。また、東宝芸能㈱では所属俳優がCM・TV・映画等で順調
に稼働いたしました。以上の結果、演劇事業収入は170億5百万円（前期比6.5％増）、営業利益は31
億8千7百万円（同3.3％減）となりました。

表3.　当期中に提供した主な作品
帝　国　劇　場

 Endless SHOCK  1789 -バスティーユの恋人たち-
 モーツァルト！  ナイツ・テイル －騎士物語－
 DREAM BOYS  マリー・アントワネット
 JOHNNYS’ King & Prince IsLAND

シアタークリエ
 マディソン郡の橋  GEM CLUB Ⅱ
 ジャニーズ銀座2018  シークレット・ガーデン
 大人のけんかが終わるまで  ゴースト
 ジャージー・ボーイズ  おもろい女
 ピアフ  オン・ユア・フィート!
 レベッカ  キューティ・ブロンド

日生劇場・東急シアターオーブ、ほか社外公演
 ラ・カージュ・オ・フォール　籠の中の道化たち  ジャニーズ伝説2018
 メリー・ポピンズ  マイ・フェア・レディ
 恋を読む「ぼくは明日、昨日のきみとデートする」  ナターシャ・ピエール・アンド・ザ・グレート・コメット・オブ・1812
 仮縫  夫婦漫才
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不動産事業 (不動産賃貸事業、道路事業、不動産保守・管理事業)
営業収入 65,506百万円 営業利益 17,535百万円

26.6%

営業収入構成比
63,258

第129期
（2018年2月期）

65,506

第130期
（2019年2月期）

（単位：百万円）営業収入
17,368

第129期
（2018年2月期）

17,535

第130期
（2019年2月期）

（単位：百万円）営業利益 主要な事業内容
不動産の賃貸及び
保守管理、道路事業

　不動産賃貸事業では、「日比谷シャンテ」を昨年3月にリニューアルオープンいたしました。また、
全国各地に所有する建物が好調に稼働し、事業収益に寄与いたしました。東宝スタジオでは、ステー
ジレンタル事業におきまして、当社配給作品ほか、TVドラマ、CMともに順調に稼働いたしました。
その結果、不動産賃貸事業収入は292億8千3百万円（前期比0.9％減）、営業利益は134億9千7百
万円（同2.0％増）となりました。
　道路事業では、スバル興業㈱とその連結子会社が業務の効率化に努めながら積極的な営業活動で受
注増に努めました。その結果、道路事業収入は251億6千4百万円（前期比7.8％増）、営業利益は30
億4千7百万円（同3.3％減）となりました。
　不動産保守・管理事業では、人員不足の常態化や労務費、資材価格の高騰といった厳しい経営環境
が続く中、東宝ビル管理㈱、東宝ファシリティーズ㈱において新規受注に取り組みました。その結果、
不動産保守・管理事業収入は110億5千8百万円（前期比6.6％増）、営業利益は9億9千万円（同0.4％
増）となりました。

　以上の結果、不動産事業収入は655億6百万円（前期比3.6％増）、営業利益は175億3千5百万円
（同1.0％増）となりました。
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その他事業
営業収入 4,532百万円 営業利益 87百万円

1.8%

営業収入構成比
4,134

第129期
（2018年2月期）

4,532

第130期
（2019年2月期）

（単位：百万円）営業収入

95

第129期
（2018年2月期）

87

第130期
（2019年2月期）

（単位：百万円）営業利益 主要な事業内容
飲食店・娯楽施設及び
スポーツ施設の経営

　その他事業では、東宝共榮企業㈱の「東宝調布スポーツパーク」、㈱東宝エンタープライズの
「東宝ダンスホール」、ＴＯＨＯリテール㈱の飲食店舗・劇場売店等において、お客様ニーズを捉えた
サービスの提供に努めるとともに顧客獲得に向けて営業努力を続けました。その結果、その他事業
収入は45億3千2百万円（前期比9.6％増）、営業利益は8千7百万円（同8.7％減）となりました。

(2) 設備投資等及び資金調達の状況
　当期の設備投資の総額は105億9千4百万円で、これに要した資金はすべて自己資金で賄っております。

① 当期中に完成した主要設備
会社名 当期中に完成した主要設備

映画事業
TOHOシネマズ㈱ TOHOシネマズ 日比谷

② 当期継続中の主要設備の新設、拡充
会社名 当期継続中の主要設備の新設、拡充

映画事業

TOHOシネマズ㈱
TOHOシネマズ 熊本(仮)
TOHOシネマズ 池袋(仮)

不動産事業
当社 天神東宝ビル
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(3) 対処すべき課題
　当社グループを取り巻く状況は、主力の映画事業において、2018年の映画興行収入が歴代3位の
好成績となるなど、引き続き堅調に推移しました。演劇事業でも、体験型のライブ・エンタテイン
メントのニーズが高まっており、不動産事業では、都心部を中心に空室率の改善が続くなど、当社
グループの主要な事業をめぐる環境は、概ね順調に推移しました。
　一方で、中長期的に見れば、人口減少による国内市場の縮小や、テクノロジーの進化によるメディ
ア環境の変化など、先行きが懸念される要因も抱えております。

　そのような環境下において当社グループは、今後も持続的な成長を図るべく、昨年4月に中期経営
戦略「TOHO VISION 2021」を策定し、以下の通り基本方針を掲げました。

　第一に、映画・演劇・アニメなどのコンテンツビジネス、ＴＯＨＯシネマズや帝国劇場・シアター
クリエといったプラットフォーム、全国各地に展開する不動産事業、これら3つの領域を「主軸戦略」
と定義し、当社グループの強みを生かしてさらなる事業の深耕・拡充を図ります。
　第二に、ゴジラを軸としたキャラクタービジネス、日本のＩＰ及び企画の海外展開、これら2つを
成長分野と位置づけ、「ブレイクスルー戦略」として積極投資を含め、重点的に取り組みます。
　第三に、大きく変化する経営環境を見越して、中長期的な観点から、新規事業の開発・育成による
裾野の拡大に努めます。

　中期経営戦略の初年度にあたる当期（第130期）は、これらの基本方針に沿った施策を多面的に
展開した結果、数値目標として定めた水準を上回る好成績を収めることができました。

　今後も当社グループは、上記戦略の遂行に加え、業務の効率化やコスト削減による収益力の向上、
適切な資本政策とコーポレートガバナンスの充実を図り、さらなる企業価値の向上を目指してまいり
ます。

　株主の皆様におかれましては、なお一層のご支援を賜りますよう、心からお願い申しあげます。
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(4) 財産及び損益の状況の推移
企業集団の財産及び損益の状況の推移

233,548229,432

第128期
（2017年2月期）

第127期
（2016年2月期）

242,668

第129期
（2018年2月期）

246,274

第130期
（2019年2月期）

（単位：百万円）営業収入

50,223
40,710

第128期
（2017年2月期）

第127期
（2016年2月期）

47,586

第129期
（2018年2月期）

44,982

第130期
（2019年2月期）

（単位：百万円）営業利益

51,562
42,471

第128期
（2017年2月期）

第127期
（2016年2月期）

48,645

第129期
（2018年2月期）

46,568

第130期
（2019年2月期）

（単位：百万円）経常利益

33,252
25,847

第128期
（2017年2月期）

第127期
（2016年2月期）

33,553

第129期
（2018年2月期）

30,197

第130期
（2019年2月期）

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

417,526392,143

第128期
（2017年2月期）

第127期
（2016年2月期）

445,785

第129期
（2018年2月期）

460,622

第130期
（2019年2月期）

（単位：百万円）総資産

320,442294,433

第128期
（2017年2月期）

第127期
（2016年2月期）

349,932

第129期
（2018年2月期）

365,903

第130期
（2019年2月期）

（単位：百万円）純資産

第127期
(2016年2月期)

第128期
(2017年2月期)

第129期
(2018年2月期)

第130期
(当連結会計年度)
(2019年2月期)

営業収入 (百万円) 229,432 233,548 242,668 246,274
営業利益 (百万円) 40,710 50,223 47,586 44,982
経常利益 (百万円) 42,471 51,562 48,645 46,568
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 25,847 33,252 33,553 30,197
総資産 (百万円) 392,143 417,526 445,785 460,622
純資産 (百万円) 294,433 320,442 349,932 365,903
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(5) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
　該当事項はありません。

② 重要な子会社（上場会社及び会社法第2条第6号の大会社）の状況

会社名 資本金
(百万円)

出資比率 (％)
(間接保有を含む) 主要な事業内容

映画事業（映画興行事業）
T O H O シ ネ マ ズ 株 式 会 社 2,330 100.00 映画の興行
不動産事業（道路事業）
ス バ ル 興 業 株 式 会 社 1,331 54.08 道路の清掃・補修、映画の興行
(注) 第130期事業年度末日における連結子会社は上記2社を含めて34社、持分法適用会社は4社となっております。

③ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継
　該当事項はありません。

④ その他
　阪急阪神ホールディングス株式会社は、当社の株式を20.09％（間接保有を含む）保有しており、
当社は同社の持分法適用関連会社であります。
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(6) 主要な営業所 (2019年2月28日現在)

会社名 営業所名 所在地

当 社

本社 東京都千代田区
東宝スタジオ 東京都世田谷区
帝国劇場（演劇劇場） 東京都千代田区
シアタークリエ（演劇劇場） 東京都千代田区
東宝日比谷ビル（通称 日比谷シャンテ：賃貸ビル） 東京都千代田区
東京宝塚ビル（賃貸ビル） 東京都千代田区
帝劇ビル（賃貸ビル） 東京都千代田区
東宝ツインタワービル（賃貸ビル） 東京都千代田区
新宿東宝ビル（賃貸ビル） 東京都新宿区
HEPナビオ（阪急阪神不動産㈱と共同所有の賃貸ビル） 大阪市北区
東宝南街ビル（賃貸ビル） 大阪市中央区

映画事業（映画興行事業）

TOHOシネマズ㈱

本社 東京都千代田区
TOHOシネマズ 日比谷（映画劇場） 東京都千代田区
TOHOシネマズ 六本木ヒルズ（同） 東京都港区
TOHOシネマズ 新宿（同） 東京都新宿区
TOHOシネマズ 名古屋ベイシティ（同） 名古屋市港区
TOHOシネマズ 梅田（同） 大阪市北区
TOHOシネマズ なんば（同） 大阪市中央区
以上を含め、日本全国に全69サイト、651スクリーンの映画劇場を経営
（共同経営5サイト56スクリーンを含む）

不動産事業（道路事業）

ス バ ル 興 業 ㈱
本社 東京都千代田区
以上を含め、日本全国に46ヶ所の事業所
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(7) 従業員の状況 (2019年2月28日現在)

① 企業集団の従業員の状況
事業部門 従業員数

映画事業 1,450名 (1,989名)
演劇事業 109名 (37名)
不動産事業 1,435名 (1,022名)
その他事業 90名 (315名)
全社（共通） 95名 (－)

合 計 3,179名 (3,363名)
前 期 末 比 増 減 △28名 (+62名)

(注) 1．従業員数は、就業人員であります。
2．従業員数には、嘱託652名を含みます。
3．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　② 当社の従業員の状況
従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

389名(39名) +4名(△5名) 39.5才 15.0年
(注) 1．従業員数には、嘱託16名、出向受入者58名を含みます。

ただし、平均年齢、平均勤続年数には嘱託を含みません。
2．従業員数には、出向者147名を含みません。
3．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

(8) 主要な借入先及び借入額 (2019年2月28日現在)
　該当事項はありません。
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2 会社の株式に関する事項 (2019年2月28日現在)

(1) 発行可能株式総数 400,000,000株

(2) 発行済株式の総数 188,990,633株
(自己株式9,006,234株を含む)

(3) 当事業年度末日における株主数 23,343名
(前期末比1,251名減少)

(4) 大株主（上位10名）

株主名
当社への出資状況

持株数 (千株) 持株比率 (%)
阪急阪神ホールディングス株式会社 22,807 12.67
阪急阪神不動産株式会社 15,150 8.41
エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社 13,664 7.59
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 9,537 5.29
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,500 3.61
株式会社フジ・メディア・ホールディングス 4,940 2.74
株式会社TBSテレビ 4,521 2.51
株式会社竹中工務店 3,785 2.10
株式会社丸井グループ 2,578 1.43
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 2,532 1.40
(注)1. 当社は自己株式を9,006,234株保有しておりますが、上記の大株主(上位10名)からは除いております。

2. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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3 会社役員に関する事項
(1) 取締役の氏名等 (2019年2月28日現在)

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長 島　谷　能　成

映像本部長　内部監査室直轄
阪急阪神ホールディングス株式会社取締役
株式会社フジ・メディア・ホールディングス社外取締役
株式会社東京楽天地社外取締役

専 務 取 締 役 太　古　伸　幸
経営企画担当兼不動産経営、人事、総務各管掌
スバル興業株式会社取締役
オーエス株式会社社外取締役(監査等委員)

常 務 取 締 役 浦　井　敏　之 経理財務、情報システム各担当兼特定取締役
株式会社東京楽天地社外取締役(監査等委員)

常 務 取 締 役 市　川　　　南 映像本部映画調整、同映画企画各担当兼同映画調整部長

常 務 取 締 役 瀬　田　一　彦 映画興行担当
TOHOシネマズ株式会社代表取締役社長

常 務 取 締 役 松　岡　宏　泰 映像本部映画営業、同国際、同番組販売、西日本映画営業各担当

取 締 役 角　　　和　夫
阪急阪神ホールディングス株式会社代表取締役会長 グループCEO
エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社取締役
株式会社東京楽天地社外取締役
株式会社アシックス社外取締役

取 締 役 石　塚　　　泰 人事、総務各担当
スバル興業株式会社取締役

取 締 役 山　下　　　誠 不動産経営担当
取 締 役 池　田　篤　郎 演劇担当
取 締 役 大　田　圭　二 映像本部映像事業、同音楽事業各担当
取 締 役 池　田　隆　之 映像本部宣伝担当
取 締 役 枇　榔　浩　史 人事担当補佐兼人事部長
取 締 役 加　藤　陽　則 経理財務担当補佐
取 締 役
(常勤監査等委員) 沖　本　友　保 監査等委員会委員長兼特定監査等委員

取 締 役
(監査等委員) 小　林　　　節 株式会社パレスホテル代表取締役会長

取 締 役
(監査等委員) 安　藤　知　史 弁護士
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(注)1. 取締役 角　和夫氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。
2. 取締役(監査等委員）小林　節、安藤知史の両氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。
3. 取締役(監査等委員）小林　節、安藤知史の両氏は、東京及び福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として
　 指定し、各取引所に届け出ております。
4. 取締役(監査等委員）小林　節氏は、株式会社パレスホテルの経営に長く携わり、同社取締役経理部長及び銀

行業務の経歴があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
5. 当社監査等委員会は、情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、沖本友保氏を

常勤の監査等委員として選定しております。
6. 当事業年度中の取締役の異動

代表取締役副社長
取 締 役
取 締 役

千 田 　 諭
島 田 達 也
加 藤 陽 則

2018年5月30日
2018年5月30日
2018年5月30日

退任
退任
取締役就任

7. 当事業年度中の取締役の担当等の異動
取 締 役
常 務 取 締 役
取 締 役

大 田 圭 二
瀬 田 一 彦
加 藤 陽 則

2018年4月1日
2018年5月30日
2018年5月30日

映像本部映像事業部長兼務を解き映像本部音楽事業担当を委嘱する
映画興行担当を委嘱する
経理財務担当補佐を委嘱する

常 務 取 締 役
常 務 取 締 役

市 川 　 南
松 岡 宏 泰

2018年8月1日
2018年10月1日

映像本部映画調整部長兼務を委嘱する
映像本部番組販売担当を委嘱する

8. 2019年4月1日付取締役の担当等の異動
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
取 締 役

市 川 　 南
松 岡 宏 泰
枇 榔 浩 史

2019年4月1日
2019年4月1日
2019年4月1日

映像本部映画調整部長兼務を解く
西日本映画営業担当を解く
人事部長兼務を解く

(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。)4名との間で会社法第427条第1項に基
づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく
損害賠償責任の限度額は、同法第425条第1項が定める最低責任限度額であります。
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(3) 取締役の報酬等
① 取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬の決定に当たっての方針は、役員規程におい
て、当社グループの業績、当該役員の職務の内容及び実績、世間水準並びに従業員給与とのバラン
スを考慮して決定すると定めております。その手続きとしては、代表取締役が原案を作成し、社外
取締役である監査等委員に対して、取締役報酬の制度的枠組み及び考え方について説明を行い、そ
の意見を踏まえたうえで、株主総会で決議された報酬枠の範囲内で、取締役会にて決定するものと
します。また、社外取締役を含む監査等委員である取締役の報酬については、株主総会で決議され
た報酬枠の範囲内で、監査等委員会の決議により決定するものとします。

② 取締役の報酬等の額
区　　　　分 支給人員 支　給　額

取締役（監査等委員を除く。）
     （うち社外取締役）

15名
（1名）

445百万円
（5百万円）

取締役（監査等委員）
     （うち社外取締役）

5名
（3名）

45百万円
（16百万円）

合　　　　計 19名 490百万円
(注）1. 上記には、当事業年度中に退任した取締役を含めております。

2. 取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
3. 取締役の報酬額は、2016年5月26日開催の第127回定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く。）

について年額5億円以内、取締役（監査等委員）について年額8千万円以内と決議いただいております。
4. 役員に対するストック・オプションの付与及び非金銭報酬はありません。
5. 社外役員が当社の子会社から受けた役員報酬はありません。
6. 支給人員の合計は、実支給人数であります。
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(4) 社外役員に関する事項
氏名 重要な兼職状況 区分 主な活動状況

角　　和夫

阪急阪神ホールディングス株式会社
代表取締役会長 グループCEO
エイチ・ツー・オー リテイリング
株式会社取締役
株式会社東京楽天地
社外取締役
株式会社アシックス
社外取締役

取　締　役
当事業年度開催の取締役会10回のうち、9回に出席
し、また取締役(監査等委員)就任期間中に開催された
監査等委員会3回のうち、2回に出席し、審議に関し
て必要な発言を適宜行っております。

小林　　節 株式会社パレスホテル
代表取締役会長

取　締　役
監査等委員

当事業年度開催の取締役会10回すべてに出席し、ま
た同じく開催された監査等委員会11回すべてに出席
し、審議に関して必要な発言を適宜行っております。

安藤　知史 弁護士 取　締　役
監査等委員

当事業年度開催の取締役会10回すべてに出席し、ま
た同じく開催された監査等委員会11回すべてに出席
し、審議に関して必要な発言を適宜行っております。

(注)1. 阪急阪神ホールディングス株式会社は、当社の発行済株式の12.06％を保有する筆頭株主です。
2. エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社は、当社の発行済株式の7.23％を保有する株主です。
3. 株式会社東京楽天地は、当社の持分法適用会社であり、当社と映画配給取引があります。
4. 株式会社アシックスと当社との間には特別の関係はありません。
5. 角　和夫氏の監査等委員会出席回数は2018年5月30日付けで取締役(監査等委員)を退任するまでの状況を
　 記載しております。
6. 株式会社パレスホテルと当社の間には特別の関係はありません。
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4 会計監査人の状況
(1) 名称 有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額
摘要 支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 65百万円
当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 124百万円
(注) 1．当社監査等委員会は、会計監査人の前事業年度の監査計画と実績の比較、報酬額等の推移を確認し、会計監査

の職務遂行状況を担当部門から聴取したうえで、当事業年度の監査予定時間及び報酬額の見積りの妥当性等を
総合的に検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。

2．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬
の額を区分しておりませんので、上記金額には両者の合計額を記載しております。

(3) 非監査業務の内容
　該当する事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社監査等委員会は、会計監査人が次の事項に該当し、職務を継続することが相当でないと認め
られる場合には、監査等委員会で審議のうえ、会計監査人を解任し、又は再任しないこととします。
　1．会社法、公認会計士法その他の法令に違反し、又は抵触した場合
　2．公序良俗に反する行為があったと認められる場合
　3．会計監査人の職務状況等から、監査の適正性、信頼性が確保できないと認められる場合
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5 会社の体制及び方針
　当社は取締役会において、業務の適正を確保するための当社グループの体制（内部統制の体制の基
本方針）を以下のとおり決議しております。

(1) 内部統制の体制の基本方針
1．当社グループの取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた

めの体制
⑴ 当社および当社の子会社（以下、「当社グループ」という。）の取締役・従業員は、当社グル

ープの行動理念「朗らかに、清く正しく美しく」の下、「東宝憲章」および「東宝人行動基準」
に基づき、その職務の執行にあたり法令・定款・企業倫理の遵守に努める。

⑵ 当社取締役会は、「取締役会規則」および「役員規程」に基づき、取締役相互の監督および監
査等委員会による取締役の職務執行の監査により、その適法性および妥当性を確保する。

⑶ 当社グループ全体のコンプライアンス体制を整備するため、「リスクマネジメント基本規程」
に基づき、当社内に「コンプライアンス委員会」を設置する。「コンプライアンス委員会」は、
事務局を当社法務部に置き、法令遵守と企業倫理の周知に関する事項、通報・相談に対する調
査およびその処置に関する事項をおこなう。「コンプライアンス委員会」の議事内容は、「リ
スクマネジメント会議」を通じて、当社取締役会に報告する。

⑷ 法令違反その他のコンプライアンスに関する当社グループ全体の内部通報制度として、当社内
に通報・相談窓口を設け、「リスクマネジメント基本規程」に基づき同窓口を公正に運用する。

2．当社取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
⑴ 取締役の職務執行に係る情報については「文書管理規程」および「電子情報資産管理規程」に

基づき、その保存媒体に応じて適切かつ確実に、検索性の高い状態で保存・管理し、必要に応
じて閲覧可能な状態を維持する。

3．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⑴ 当社グループ全体のリスク管理体制を整備するため、「リスクマネジメント基本規程」を定め、

当社社長を議長とする「リスクマネジメント会議」を設置する。「リスクマネジメント会議」
は事務局を当社総務部に置き、当社グループのリスクマネジメントに関する方針と体制を決定
する。

⑵ 「リスクマネジメント基本規程」において、当社グループにおいてリスクが顕在化した場合の
報告経路を定める。「リスクマネジメント会議」の事務局がすべてのリスク情報の集約窓口と
なり、「リスクマネジメント基本規程」の定めるところに従い、情報を漏れなく伝達する体制
を確保する。
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⑶ 当社グループにおいて事業継続の危機や多大な経済的損失につながりかねない事態が発生した
場合は、「リスクマネジメント基本規程」に基づき、当社社長を本部長とする緊急対策本部を
設置し、被害の拡大を最小限にとどめるよう努める。

⑷ 当社グループ全体の財務報告に係る内部統制体制構築のため、「リスクマネジメント基本規程」
に基づき、当社内に「内部統制委員会」を設置する。「内部統制委員会」は、事務局を当社内
部監査室に置き、財務報告に係るリスクの情報収集とその対応策、財務報告に係る内部統制シ
ステムの構築推進および運用に関する事項をおこなう。「内部統制委員会」の議事内容は、「リ
スクマネジメント会議」を通じて、当社取締役会に報告する。

4．当社グループの取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制
⑴ 当社取締役会において、当社グループにおける中期経営戦略を策定し、経営理念、経営戦略、

経営数値目標および資本政策を明確化する。また、中期経営戦略の具体化を図るため、事業年
度ごとにグループ社長会等を通じて当社グループの経営方針を当社グループ各社に伝達し、そ
の経営計画に反映させる。

⑵ 当社取締役会は原則として毎月1回開催し、「取締役会規則」に基づき重要な業務執行の意思決
定をおこなう。取締役会決議事項に該当しない重要事項については、「当務役員会規則」に基
づき、原則として週1回開催される常勤取締役で構成する当務役員会において決議し、意思決定
の迅速化を図る。

⑶ 当社取締役会において、取締役（監査等委員であるものを除く。）に対し、事業または業務ご
とに担当を委嘱し、「決裁規程」に基づき、当該部門における一定の決裁権限と管理責任を与
えることにより、取締役の職務執行の効率性を確保する。

⑷ 当社に子会社の経営管理を担当する取締役を置く。当該取締役は、子会社の経営状況および取
締役の職務執行状況につき、定期的に当社社長および取締役会へ報告するとともに、子会社の
取締役に対し、適宜必要な助言・指導をおこない、これにより、当社グループ全体として効率
的な職務執行を確保する。

5．企業集団における業務の適正を確保するための体制
⑴ 当社グループの経営管理体制を整備するため、「グループ経営管理規程」を定め、これに基づ

き、当社と子会社の意思決定における権限区分を明確化するとともに、子会社の経営上の重要
事項の決定にあたっては、当社への事前決裁または連絡・報告を義務づける。

⑵ 「グループ経営管理規程」において、当社グループ全体のリスク管理体制（コンプライアンス
体制・内部統制体制を含む）を明確化し、グループ一体となって運用できるよう子会社の取締
役・従業員に周知・徹底を図る。
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⑶ 「グループ経営管理規程」において、子会社を統括する部署（経営企画部）やグループ社長会・
グループ担当者会議等の会議体について定め、グループ間の指示・伝達、情報共有・意思疎通
が効率的におこなわれる仕組みを整備する。

⑷ 当社グループの業務の適正を確保するため、当社内部監査室が「内部監査規程」に基づき、当
社グループにおける内部統制システムの運用状況について内部監査をおこなう。内部監査の結
果は、「リスクマネジメント会議」を通じて、当社取締役会へ報告する。

6．反社会的勢力を排除するための体制
⑴ 「東宝憲章」および「東宝人行動基準」に反社会的勢力の排除を明記し、当社グループの取締

役・従業員に周知・徹底を図る。また、反社会的勢力からの不当な要求に対しては、警察・弁
護士等と緊密に連携して毅然とした対応をとる。

7．監査等委員会の職務を補助すべき従業員の取締役（監査等委員であるものを除く。）からの独立
性および当該従業員に対する監査等委員会の指示の実効性を確保する体制
⑴ 監査等委員会がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合は、当社の従業員から監

査等委員会補助者を任命することができる。
⑵ 監査等委員会補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については、監査等委員会の同意

を得た上で取締役会において決定し、取締役（監査等委員であるものを除く。）からの独立性
を確保するものとし、監査等委員会補助者は業務の執行に係る役職を兼務しない。

8．監査等委員会への報告に関する体制
⑴ 当社グループの取締役（監査等委員であるものを除く。）・従業員がコンプライアンス違反、

内部統制違反その他これに準ずる事実を知った場合は、「リスクマネジメント基本規程」に定
める報告経路にかかわらず、直接、当社監査等委員に報告することができる。

⑵ 上記の報告をおこなった当社グループの取締役・従業員が当該報告をおこなったことを理由と
して不利益な取扱いを受けることを禁じ、その旨を「リスクマネジメント基本規程」に明記す
る。

9．監査等委員会の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制
⑴ 監査等委員は、当社取締役（監査等委員であるものを除く。）の職務の執行を監査するため、

取締役会の他、重要な会議体へ出席し、必要な書類の閲覧等をおこなうことができる。また、
子会社の取締役・従業員に対して、直接または当社経営企画部を通じて、業務執行に関する報
告、説明および関係資料の提出を求めることができる。

⑵ 監査等委員は、会計監査人および当社内部監査室との連携を密にし、効率的かつ効果的に職務
を遂行する。
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⑶ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用については、当該費用が明らかに監査等委員の職
務の執行に必要でないと認められる場合を除き、当社がこれを負担するものとし、速やかに精
算をおこなう。

(2) 業務の適正を確保するための体制（内部統制の体制の基本方針）の運用状況の概要
　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の主な運用状況は、以下のとおりです。

⑴ 取締役の職務執行について
取締役会を10回開催し、経営戦略やコーポレートガバナンス等の様々な経営課題について活発
に議論し、当社グループの予算策定、経営目標の達成状況および資本政策等についての審議を
おこないました。また、取締役会決議事項に該当しない重要事項については、重要な子会社の
取締役社長と常勤取締役で構成される当務役員会を、取締役会のある週を除き原則毎週開催し
ており、意思決定の迅速化と取締役の職務執行の効率化に努めました。

⑵ リスク管理体制について
経営トップを議長とする「リスクマネジメント会議」を2回開催し、当社グループにおけるリス
クの発生状況や他社事例等を共有しております。また、内部監査部門がリスク対策の対応状況
について有効性評価をおこなっております。当事業年度は当社グループの「映像原版・複製物
の管理体制」をテーマとして各事業所の対応状況を検証しました。併せて、法令遵守に関する
事項、通報相談に関する調査結果、財務報告に係る内部統制の有効性評価の状況など、その妥
当性についても検証しております。その他の取組みとして、標的型メール攻撃の訓練、与信債
権管理を学習するeラーニングの実施など、役員および従業員への啓蒙活動を通じて、事業活動
に影響を与えるリスクの発生防止に努めました。

⑶ 監査等委員会の監査体制について
監査等委員は、監査等委員会で決定された方針および計画に基づいて、取締役（監査等委員で
あるものを除く。）の職務執行全般について適正な監査をおこないました。また、取締役会、
当務役員会、営業会議等の重要な会議への出席を通じて、業務執行の報告を受けるとともに、
意思決定の過程や内容について監査および監督をしております。さらに監査等委員会は、会計
監査人、内部監査室と連携を保つことで監査の実効性を高め、当社グループの内部統制システ
ムについて効果的で組織的な監査体制を構築しております。

6 その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当する事項はありません。

(注：本事業報告中に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。)
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連結計算書類
連結貸借対照表（2019年2月28日現在） (単位：百万円)

科目 金額 科目 金額
(資産の部)

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
リ ー ス 投 資 資 産
有 価 証 券
た な 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
現 先 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
の れ ん
リ ー ス 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

182,183
16,311
21,682
19,944
44,138
10,272
1,412

60,999
7,488
△66

278,439
150,999

83,156
5,737
2,402

57,457
9

2,236
7,628

947
4,883

10
1,786

119,810
101,918

1,618
31

13,528
3,009
△297

(負債の部)
流 動 負 債 44,925

買 掛 金 19,371
短 期 借 入 金 212
1年内返済予定の長期借入金 10
リ ー ス 債 務 6
未 払 金 3,463
未 払 費 用 5,107
未 払 法 人 税 等 6,545
未 払 消 費 税 等 1,048
賞 与 引 当 金 924
役 員 賞 与 引 当 金 28
Ｐ Ｃ Ｂ 処 理 引 当 金 33
預 り 保 証 金 421
そ の 他 7,751

固 定 負 債 49,792
長 期 借 入 金 65
繰 延 税 金 負 債 14,959
リ ー ス 債 務 13
退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,510
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 140
P C B 処 理 引 当 金 356
資 産 除 去 債 務 6,731
長 期 預 り 保 証 金 23,615
そ の 他 400

負 債 合 計 94,718
(純資産の部)

株 主 資 本 331,156
資 本 金 10,355
資 本 剰 余 金 14,691
利 益 剰 余 金 329,341
自 己 株 式 △23,232

その他の包括利益累計額 23,646
その他有価証券評価差額金 23,876
土 地 再 評 価 差 額 金 800
為 替 換 算 調 整 勘 定 56
退職給付に係る調整累計額 △1,087

非 支 配 株 主 持 分 11,100
純 資 産 合 計 365,903

資 産 合 計 460,622 負 債 ・ 純 資 産 合 計 460,622
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連結損益計算書 （2018年 3 月 1 日から
2019年 2 月28日まで） (単位：百万円)

科目 金額

営 業 収 入 246,274
営 業 原 価 141,786

売 上 総 利 益 104,487
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 59,505

営 業 利 益 44,982
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,560
為 替 差 益 128
そ の 他 187 1,876

営 業 外 費 用
支 払 利 息 57
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 22
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 199
そ の 他 11 291
経 常 利 益 46,568

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 251
投 資 有 価 証 券 売 却 益 47 299

特 別 損 失
減 損 損 失 66
投 資 有 価 証 券 評 価 損 371
固 定 資 産 解 体 費 用 256
立 退 補 償 金 564 1,258
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 45,609
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 14,046
法 人 税 等 調 整 額 425 14,471
当 期 純 利 益 31,137
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 939
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 30,197
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連結株主資本等変動計算書（2018年3月1日から2019年2月28日まで） (単位：百万円)
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 10,355 14,473 308,143 △22,412 310,560
当期変動額

剰余金の配当 △9,009 △9,009
親会社株主に帰属する
当期純利益 30,197 30,197
自己株式の取得 △819 △819
合併による増加 9 9
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 217 217
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） －

当期変動額合計 － 217 21,197 △819 20,595
当期末残高 10,355 14,691 329,341 △23,232 331,156

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金

土地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 28,157 800 89 △513 28,533 10,838 349,932
当期変動額

剰余金の配当 － △9,009
親会社株主に帰属する
当期純利益 － 30,197
自己株式の取得 － △819
合併による増加 － 9
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 － 217
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △4,280 － △32 △573 △4,886 262 △4,624

当期変動額合計 △4,280 － △32 △573 △4,886 262 15,971
当期末残高 23,876 800 56 △1,087 23,646 11,100 365,903
(注：本連結計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。)
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計算書類

貸借対照表（2019年2月28日現在） (単位：百万円)

科目 金額 科目 金額
(資産の部)

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
リ ー ス 投 資 資 産
有 価 証 券
た な 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
現 先 短 期 貸 付 金
1年内回収予定の関係会社長期貸付金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
前 払 年 金 費 用
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

151,245
5,431
9,513

18,457
44,138
7,810

607
60,999

120
4,174

△7
237,437
117,150

63,768
1,112

675
49,744
1,849
4,162

886
2,370

905
116,124

82,745
27,034

55
3,670

810
864
962

△16

(負債の部)
流 動 負 債 73,049

買 掛 金 6,623
関 係 会 社 短 期 借 入 金 53,035
1年内返済予定の関係会社長期借入金 600
未 払 金 1,904
未 払 費 用 3,008
未 払 法 人 税 等 2,154
賞 与 引 当 金 276
P C B 処 理 引 当 金 33
そ の 他 5,413

固 定 負 債 51,050
関 係 会 社 長 期 借 入 金 12,945
繰 延 税 金 負 債 13,097
退 職 給 付 引 当 金 1,405
P C B 処 理 引 当 金 356
未 払 役 員 退 職 慰 労 金 35
資 産 除 去 債 務 2,480
長 期 預 り 保 証 金 20,730

負 債 合 計 124,100
(純資産の部)

株 主 資 本 241,874
資 本 金 10,355
資 本 剰 余 金 11,208

資 本 準 備 金 10,603
そ の 他 資 本 剰 余 金 605

利 益 剰 余 金 243,147
利 益 準 備 金 2,588
そ の 他 利 益 剰 余 金 240,558

土 地 圧 縮 積 立 金 352
建 物 圧 縮 積 立 金 56
別 途 積 立 金 120,465
繰 越 利 益 剰 余 金 119,685

自 己 株 式 △22,837
評 価 ・ 換 算 差 額 等 22,708

その他有価証券評価差額金 22,708
純 資 産 合 計 264,582

資 産 合 計 388,682 負 債 ・ 純 資 産 合 計 388,682
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損益計算書 （2018年 3 月 1 日から
2019年 2 月28日まで） (単位：百万円)

科目 金額

営 業 収 入 110,902
営 業 原 価 61,079

売 上 総 利 益 49,823
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 24,719

営 業 利 益 25,103
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 4,055
そ の 他 166 4,222

営 業 外 費 用
支 払 利 息 76
そ の 他 3 80
経 常 利 益 29,245

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 249
抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 9 258

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 371
固 定 資 産 解 体 費 用 256
立 退 補 償 金 564 1,192

税 引 前 当 期 純 利 益 28,312
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,338
法 人 税 等 調 整 額 694 8,033

当 期 純 利 益 20,278
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株主資本等変動計算書（2018年3月1日から2019年2月28日まで） (単位：百万円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計土地圧縮

積立金
建物圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 10,355 10,603 605 11,208 2,588 352 57 120,465 108,414 231,877
当期変動額

剰余金の配当 － △9,009 △9,009
土地圧縮積立金の積立 － －
建物圧縮積立金の取崩 － △1 1 －
当期純利益 － 20,278 20,278
自己株式の取得 － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － － － － － － △1 － 11,270 11,269
当期末残高 10,355 10,603 605 11,208 2,588 352 56 120,465 119,685 243,147

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券評価差額金
当期首残高 △22,017 231,424 26,877 258,302
当期変動額

剰余金の配当 △9,009 △9,009
土地圧縮積立金の積立 － －
建物圧縮積立金の取崩 － －
当期純利益 20,278 20,278
自己株式の取得 △819 △819 △819
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － △4,169 △4,169

当期変動額合計 △819 10,449 △4,169 6,280
当期末残高 △22,837 241,874 22,708 264,582
(注：本計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。)
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監査報告書

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2019年4月17日
東　宝　株　式　会　社

取 締 役 会 　 御 中
有限責任監査法人トーマツ

指 定 有 限 責 任 社 員 公認会計士 川 島 繁 雄 ㊞業 務 執 行 社 員
指 定 有 限 責 任 社 員 公認会計士 佐 瀬 　 剛 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、東宝株式会社の2018年3月1日から2019年2月28
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、東宝株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2019年4月17日
東　宝　株　式　会　社

取 締 役 会 　 御 中
有限責任監査法人トーマツ

指 定 有 限 責 任 社 員 公認会計士 川 島 繁 雄 ㊞業 務 執 行 社 員
指 定 有 限 責 任 社 員 公認会計士 佐 瀬 　 剛 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、東宝株式会社の2018年3月1日から2019年
2月28日までの第130期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告書　謄本
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2018年3月1日から2019年2月28日までの第130期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、監査いたしました。その方法及び結果につき、以下のとおり報告いたします。
1．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決
議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
(1)　監査等委員会が定めた当期の監査方針、職務の分担、監査計画等に従い、会社の内部統

制部門等と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関
する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子
会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受け、説明を求めました。

(2)　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算
書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につい
て検討いたしました。
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2．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年4月22日

東宝株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員 沖 本 友 保 ㊞
監 査 等 委 員 小 林 　 節 ㊞
監 査 等 委 員 安 藤 知 史 ㊞

(注)監査等委員小林　節及び安藤知史は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定する社外取締役で
あります。

以　上
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株主総会会場ご案内略図
会場：有楽町マリオン11階  ヒューリックホール東京

※開催場所が昨年と異なりますので、お間違いのないようご注意ください。
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交通のご案内：

JR
都営地下鉄

東京メトロ

有楽町駅  山手線 銀座口・中央口徒歩3分

銀 座 駅      銀座線　      丸ノ内線      日比谷線   C4出口徒歩3分
有楽町駅      有楽町線      　　　　      　　　　   A0出口直結
日比谷駅      日比谷線      千代田線      　　　　   A0出口直結
日比谷駅      三田線　      　　　　      　　　　   A0出口直結

　※駐車場のご用意はございませんので、公共の交通手段をご利用くださいますよう、
　　お願い申しあげます。

〒100-8415　東京都千代田区有楽町一丁目2番2号
東宝株式会社

TEL　03（3591）1214（総務部）

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図


